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(57)【要約】
　【課題】不正行為の行われたことをより確実に発見可
能とする。
　【解決手段】　基板ケースを、対向するケース基体の
基体シール貼付部と、ケース蓋体の蓋体シール貼付部に
跨って貼付されるＩＣタグシールで封印する構成におい
て、ＩＣタグシールを被覆するカバー部材と、該カバー
部材を取り外す際に連動して変位することでＩＣタグシ
ールを切断する切断部材とを備え、
切断部材はＩＣタグシールのＩＣチップを囲繞する領域
を打ち抜いてＩＣタグシールから分離するＩＣチップ分
離パンチ部を更に備え、ＩＣチップから延設されるアン
テナ部及び接続部を、貼付されたＩＣタグシールの姿勢
に拘らず確実に切断することで、ＩＣチップの発信機能
を低下させ、不正行為の行われたことをより確実に発見
可能とする。
【選択図】　　図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケース基体とケース蓋体を具備し、前記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせて閉止
したときに形成される空間部に電気的作動装置を制御するための制御基板を収納する基板
ケースと、
　前記ケース基体の外側に突設された基体突設片と、
　前記ケース蓋体の外側に突設されると共に前記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせ
て閉止したときに前記基体突設片と対向状態となる蓋体突設片と、
　該対向状態となった前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆するカバー部材と、を備
え、
　前記基体突設片は、該基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態となったとき、ＩＣタ
グシールを該両突設片に跨って貼付するための基体シール貼付部を備え、
　前記蓋体突設片は、前記基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態となったとき、前記
ＩＣタグシールを該両突設片に跨って貼付するための蓋体シール貼付部を備え、
　前記対向状態において前記基体突設片及び前記蓋体突設片によって形成される間隙部に
進退可能に収容されると共に、カバー連動手段によって前記蓋体突設片及び前記基体突設
片を被覆する前記カバー部材と係止されて該カバー部材が前記両突設片から離脱するに伴
い連動して前記ＩＣタグシールを切断する切断部材を備え、
　前記切断部材は、少なくとも貼付された前記ＩＣタグシールのＩＣチップを囲繞する領
域を打ち抜いてＩＣタグシールから分離するＩＣチップ分離パンチ部を更に備えた、こと
を特徴とする遊技機。
【請求項２】
　請求項１に記載の遊技機において、
　前記ケース基体又は／及びケース蓋体は、少なくとも前記ＩＣタグシールの前記ＩＣチ
ップに対応した部分が貼付され且つ前記部分を支持するIＣチップ支持部材を前記基体突
設片及び前記蓋体突設片の突出方向と同方向に突出して備え、
　前記ＩＣチップ分離パンチ部は、前記IＣチップ支持部材が挿通可能なIＣチップ支持部
材挿通孔部を備え、
　前記間隙部に収容された前記切断部材は、前記IＣチップ支持部材挿通孔部に前記IＣチ
ップ支持部材が挿通されて進退可能に設けられた、ことを特徴とする遊技機。
【請求項３】
　請求項２に記載の遊技機において、
　前記ＩＣタグシールの前記ＩＣチップに対応した部分が貼付される前記ＩＣチップ支持
部材の上面部は、前記ケース基体又は前記ケース蓋体の何れか一方に備えられた、ことを
特徴とする遊技機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基板ケースを備えた遊技機に関するものであり、より詳しくは、不正行為の
行われたことをより確実に発見可能な遊技機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から遊技機は、当否抽選等によって遊技者が享受できる利益に影響を及ぼす制御を
司る各種制御基板を備えてきた。このような制御基板は、ケース基体とケース蓋体で構成
される基板ケースに収納されて、当該基板ケースが遊技機裏面側の所定位置に配設される
ことで、遊技機を構成するものである。一方、上述した各種制御基板に何らかの不正工作
を施し、或いは制御基板ごと不正な制御基板に交換するなどの不正行為を行うことで、不
正に大きな利益を享受することを狙った所謂ゴト行為が後を絶たなかった。このようなゴ
ト行為は、基板ケースのケース基体とケース蓋体を開けて行う必要があり、ゴト行為が行
われたことを速やかに認知することで被害を最小限に止めるために、基板ケースを封印す
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る様々な工夫が為されてきた。例えば、基板ボックスを構成する上蓋部材とベース部材と
から各々突出して重合する複数の重合結合部を形成し、当該重合結合部を締結部材により
固着せしめて開封不能に封印し、重合結合部を切除しなければ開封できないようにした技
術（例えば、特許文献１参照）などがある。
　しかし、開封の際の切除等で発生する破壊痕跡を、認知不能な程度に極めて巧みに止め
て、殆ど残らないようにすることで、遊技店等の発見を遅らせて、不正に大きな利益を得
るゴト事案が続発するようになった。これに対処するために、ＩＣタグシールをケース基
体とケース蓋体に跨って貼付することで基板ケースの封印手段とする技術が採用されるよ
うになった。詳述すると、ＩＣタグシールは、シール薄体の内部に、ＩＤ情報が格納され
たＩＣチップと、当該ＩＣチップから延設されて、ＩＤ情報を外部に向けて発信可能なア
ンテナ部を備えており、アンテナ部から発信されたＩＤ情報をＩＣタグリーダーで読み取
ることが可能となっている。基板ケースを開放するためには、ＩＣタグシールを剥がした
り、破いたりする必要があり、その際にアンテナ部が毀損することでＩＣタグリーダーで
の読み取りが正常には行われないことを根拠に、基板ケースの開放が行われたことを推察
することが可能となっている。また、ＩＣタグシールが剥がれたり、破れたりした異常な
状態が痕跡として残り、視覚的にも容易に確認可能となった。このＩＣタグシールを封印
手段として採用した基板ケースとして、ＩＣタグシールを破壊した場合にＩＤ情報の読み
取りを確実に不可能とすることを目的とした技術（例えば、特許文献２参照）が考案され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－２６３１７１号公報
【特許文献２】特開２０１０－１１５２２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前記特許文献２に記載された遊技機の基板ケースの場合、ＩＣチップとアンテナ部とを
接続する接続部を切断することにより、確実にＩＤ情報を読み取り不可能とすることに主
眼を置いている。しかしながら、この接続部は、通常、長さ数ｍｍ程度の非常に短い部材
であって、更にＩＣタグシールの貼付位置は、作業者の貼付作業によって厳密には一定と
はならない。しかも接続部は、ＩＣチップを起点として両方向に向けて、細長い帯状に延
設される両アンテナ部の内の何れか一方のアンテナ部と重複する状態で構成されている。
したがって、接続部と重複しない側のアンテナ部は、完全に無傷のまま残ることになる。
しかも、もし仮に、貼付作業によって所定の貼付位置からずれて貼付された場合、接続部
の切断が不完全で、且つ一方のアンテナ部が無傷のまま残存することから、ＩＤ情報の読
み取りを不可能とすることが出来ず、不正に基板ケースが開放されたことを速やかに発見
することが出来ない、という問題があった。また、貼付作業において、ＩＣタグシールの
貼付の向きが全く逆方向、すなわち１８０度回転した状態で誤って貼付されていた場合、
接続部と重複しない側のアンテナ部のみが切断されて、上述した場合よりも一層、ＩＤ情
報の読み取りを不可能とすることが出来ない、といった問題もあった。
　本願発明は係る課題に鑑みなされたものであり、ＩＣタグシールの貼付作業によって、
貼付位置に幾許かのずれが生じたり、貼付の向きを間違えてしまっていても、ＩＣチップ
から延設される全てのアンテナ部を確実に切断することでＩＤ情報の発信機能を限りなく
小さくし、併せて接続部も切断することで、基板ケースが開放された場合のＩＤ情報の読
み取りをより確実に不可能とし、不正行為による被害を極力抑えることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するためになされた本発明の請求項１記載の遊技機は、ケース基体とケ
ース蓋体を具備し、前記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせて閉止したときに形成さ
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れる空間部に電気的作動装置を制御するための制御基板を収納する基板ケースと、前記ケ
ース基体の外側に突設された基体突設片と、前記ケース蓋体の外側に突設されると共に前
記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせて閉止したときに前記基体突設片と対向状態と
なる蓋体突設片と、該対向状態となった前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆するカ
バー部材と、を備え、前記基体突設片は、該基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態と
なったとき、ＩＣタグシールを該両突設片に跨って貼付するための基体シール貼付部を備
え、前記蓋体突設片は、前記基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態となったとき、前
記ＩＣタグシールを該両突設片に跨って貼付するための蓋体シール貼付部を備え、前記対
向状態において前記基体突設片及び前記蓋体突設片によって形成される間隙部に進退可能
に収容されると共に、カバー連動手段によって前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆
する前記カバー部材と係止されて該カバー部材が前記両突設片から離脱するに伴い連動し
て前記ＩＣタグシールを切断する切断部材を備え、前記切断部材は、少なくとも貼付され
た前記ＩＣタグシールのＩＣチップを囲繞する領域を打ち抜いてＩＣタグシールから分離
するＩＣチップ分離パンチ部を更に備えたことを特徴とする。
【０００６】
　請求項２に記載の本発明は、請求項１に記載の遊技機において、前記ケース基体又は／
及びケース蓋体は、少なくとも前記ＩＣタグシールの前記ＩＣチップに対応した部分が貼
付され且つ前記部分を支持するIＣチップ支持部材を前記基体突設片及び前記蓋体突設片
の突出方向と同方向に突出して備え、前記ＩＣチップ分離パンチ部は、前記IＣチップ支
持部材が挿通可能なIＣチップ支持部材挿通孔部を備え、前記間隙部に収容された前記切
断部材は、前記IＣチップ支持部材挿通孔部に前記IＣチップ支持部材が挿通されて進退可
能に設けられた、ことを特徴とする。
【０００７】
　なお、上述した、ＩＣタグシールの前記ＩＣチップに対応した部分とは、表面部にＩＣ
チップが設けられ、裏面部が接着面として構成されるＩＣタグシールにおいて、表面部の
ＩＣチップが設けられている所定箇所を含む一定領域に対して、当該一定領域の丁度裏側
に位置する裏面部の領域を、示唆するものである。
【０００８】
　請求項３に記載の本発明は、請求項１または２に記載の遊技機において、前記ＩＣタグ
シールの前記ＩＣチップに対応した部分が貼付される前記ＩＣチップ支持部材の上面部は
、前記ケース基体又は前記ケース蓋体の何れか一方に備えられた、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　請求項１に記載の遊技機によれば、ＩＣチップ分離パンチ部は、ＩＣタグシールのＩＣ
チップを囲繞する領域、即ちＩＣチップを中心として周囲全ての方向に対して拡張した所
定の領域を、打ち抜くことによって、ＩＣタグシールから当該領域を分断するものである
。つまり、端点を備えた１本の切断線ではなく、ＩＣチップを内部に包含する所定の領域
を区画形成する無端の環状切断線に従って、ＩＣタグシールを切断するので、ＩＣチップ
を起点として両方向に延設されるアンテナ部は、接続部と重複する側もしない側も、共に
切断することになり、何れかの側のアンテナ部が無傷のままで残ってしまうというような
状態を回避することが可能となる。
【００１０】
　また、ＩＣチップを中心とした全周囲（全方向）を切断することにより、ＩＣタグシー
ルの姿勢が多少斜めに貼付されてしまった場合でも、略中央にＩＣチップを配置する限り
、ＩＣチップから延設されるアンテナ部の両端及び接続部を確実に切断可能となり、ＩＣ
タグシールの貼付作業を容易に行うことが出来るようになる。
【００１１】
　また、ＩＣタグシールを正規の状態から反対の状態、つまり１８０度回転させた状態で
貼付してしまった場合にも対応可能である。すなわち、そのような場合でも、略中央にＩ
Ｃチップを位置する限り、ＩＣチップから延設されるアンテナ部の両端及び接続部を確実
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に切断可能である。
【００１２】
　さらに、切断部材の構成要素ごとに、目的の異なる切断作用を為すようにすることで、
封印が解除されたことを複数種類の方法によって、すなわちＩＤ情報の読み取りが不可能
となることと、ＩＣタグシールの損傷を視認可能とすることで、明示することが可能とな
る。確認方法が複数種類備えられることで、より確実に認識することが可能となるだけで
なく、何れかの方法が不十分な結果しか生まなかったとしても、他の方法が予定された充
分な結果を発生させることが出来れば、封印解除を速やかに認識することが可能となる。
【００１３】
　請求項２に記載の遊技機は、機軸となる、すなわち切断部材の姿勢を規制するＩＣチッ
プ支持部材をＩＣチップ支持部材挿通孔部に挿通して進退可能とすることによって、切断
部材の変位をスムーズとすることが可能となる。
【００１４】
　さらに、ＩＣタグシールを貼付する際、ＩＣチップ支持部材がＩＣタグシールのＩＣチ
ップの配置箇所に対応した領域を下方から支持するので、上方から所定の圧力で押下して
貼付しても、ＩＣタグシールが破損せず、強固な貼付を行うことが出来る。
【００１５】
　請求項３に記載の遊技機は、ＩＣチップ支持部材の上面部、すなわちＩＣタグシールの
ＩＣチップが配設された部分が貼付される箇所を、単一の部材の一面部により構成するこ
とが出来、複数の部材が組み合わされて一面部を形成するのに比較して、格段に平坦性を
確保可能となる。したがって、ＩＣタグシールを貼付する際に、ＩＣチップを囲繞する領
域を確実に貼付することが出来、ＩＣチップと、アンテナ部及び接続部とを確実に切断し
て離隔させ、電気的に遮断することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明を適用した第１の実施形態のパチンコ機１の裏面図
【図２】パチンコ機１の電気構成図
【図３】ＩＣタグシールの構成を説明する概略説明図
【図４】本実施例の基板ケースの組み付け状態を説明する概略斜視図
【図５】本実施例の基板ケースを備えた主制御装置２０の構成を説明する概略斜視図
【図６】本実施例の基体突設片７２、蓋体突設片８２及び切断部材９０の組み付け状態を
説明する概略斜視図
【図７】本発明のＩＣチップ支持部材の構成を説明する概略断面図
【図８】本発明のカバー部材及び切断部材の作用を説明する概略説明図
【図９】本発明の切断部材の作用を説明する概略説明図
【図１０】ＩＣタグシール６０に対するＩＣチップ支持面部７３ａ及び支持部材嵌入孔９
１ａの位置関係を説明する概略説明図
【図１１】切断部材の構成に係る他の変形例について説明する概略斜視図
【図１２】切断部材の構成に係る他の変形例について説明する概略斜視図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に本発明の好適な実施形態について説明する。なお、本発明の実施の形態は下記の
実施例に何ら限定されるものではなく、本発明の技術的範囲に属する種々の形態を採るこ
とができ、各実施例に記載された内容を適宜組み合わせることが可能なことはいうまでも
ない。
［実施例１］
【００１８】
　本発明を適用した実施形態の遊技機たるパチンコ機を説明する。なお、本発明の特徴は
パチンコ機裏面側に設けられた基板ケースの構成にあり、本実施形態におけるパチンコ機
の遊技盤等を含む前面側の構成は、一般的なパチンコ機に採用される周知技術であるため
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、正面図及び遊技盤等の図面及び詳細な説明は割愛し、概略構成のみ説明する。
【００１９】
　図1は、本発明を適用した第１の実施形態のパチンコ機の裏面図である。図１に示すよ
うに、パチンコ機１の裏側は、縦長の固定外郭保持枠をなす外枠２にて構成の各部を保持
する構造としてある。さらに、図示しない遊技盤を脱着可能に取り付ける内枠３が収納さ
れている。内枠３は、図示しない前枠と同様に、一方の側縁（図示右側）の上下位置が前
記外枠２にヒンジ結合され開閉可能に設置されている。内枠３には、遊技球流下通路が形
成されており、上方(上流)から球タンク１１、タンクレール１２、払出ユニット１３が設
けられ、払出ユニット１３の中には払出装置が設けられている。この構成により、図示し
ない遊技盤に配設された何れかの入賞口に遊技球が入賞すれば、球タンク１１からタンク
レール１２を介して所定個数の遊技球（賞球）が払出ユニット１３により払出球流下通路
を通り、パチンコ機１の表側に設けられた上皿（図示しない）に払い出される。また、本
実施形態では前記賞球を払い出す払出ユニット１３により、貸出ボタンの操作で払い出さ
れる貸球も払い出す構成としてある。また、パチンコ機１の裏側には、主制御装置２０、
払出制御装置２１、演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３、発射制御装置２４、
電源基板２５が設けられている。演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３はサブ制
御装置に該当する。これらの各種制御装置等は、電気的作動装置等を制御するための制御
基板と、該制御基板を収容する基板ケースを備える。さらに、本実施形態では、主制御装
置２０が本発明の要部である基板ケースを備えるものである。なお、本発明の基板ケース
を、主制御装置２０に限定せず、払出制御装置２１、演出図柄制御装置２２、サブ統合制
御装置２３、発射制御装置２４、電源基板２５に備えるようにしても良い。つまり、本発
明の基板ケースは、遊技機としてのパチンコ機１に設けられた後述する各種電気的作動装
置を制御するための制御基板を収納するものである。
【００２０】
　主制御装置２０、演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３は遊技盤に設けられ、
払出制御装置２１、発射制御装置２４、電源基板２５は内枠３に設けられている。図１で
は発射制御装置２４は、払出制御装置２１に遮蔽されて設けられている。
【００２１】
　また、球タンク１１の右側には、外部接続端子板１４が設けてあり、外部接続端子板１
４により、遊技状態や遊技結果を示す信号がホールコンピュータ１５（図２参照）へ送ら
れる。なお、従来はホールコンピュータへ信号を送信するための外部接続端子板には、盤
用(遊技盤側から出力される信号をホールコンピュータへ出力するための端子)と枠用（枠
側（前枠、内枠３、外枠２）から出力される信号をホールコンピュータへ出力するための
端子）の２種類を用いていたが、本実施形態では、ひとつの外部接続端子板１４を介して
遊技状態や遊技結果を示す信号をホールコンピュータへ送信する。
【００２２】
　図２は、本実施例のパチンコ機１の電気的構成図である。パチンコ機１の各種電気的作
動装置に係る電気的構成は、図示のとおり、主制御装置２０を中心にして構成されている
。なお、このブロック図には、単に信号を中継するだけのためのいわゆる中継基板及び電
源回路等は記載していない。また、詳細の図示は省略するが、主制御装置２０、払出制御
装置２１、演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３のいずれもＣＰＵ、ＲＯＭ、Ｒ
ＡＭ、入力ポート、出力ポート等を備えているが、本実施例では発射制御装置２４にはＣ
ＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭは設けられていない。しかし、これに限るわけではなく、発射制御
装置２４にＣＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭ等を設けてもよい。さらに、スイッチは、便宜上、Ｓ
Ｗと省略して記載する場合がある。
【００２３】
　主制御装置２０には、遊技盤に配設された第１特図始動口（図示しない）に入球した遊
技球を検出する第１始動口スイッチ３０、第２特図始動口（図示しない）に入球した遊技
球を検出する第２始動口スイッチ３１、普通図柄を作動させる普図始動口（図示しない）
に入球した遊技球を検出する普図作動スイッチ３２、大入賞口（図示しない）に入球した
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遊技球を計数するためのカウントスイッチ３３、普通入賞口（図示しない）に入球した遊
技球を検出する左入賞口スイッチ３４、右入賞口スイッチ３５等の検出信号が、主制御装
置２０に入力されるよう構成されている。
【００２４】
　主制御装置２０は搭載しているプログラムに従って動作して、上述の検出信号などに基
づいて遊技の進行に関わる各種のコマンドを生成して払出制御装置２１及びサブ統合制御
装置２３に出力する。
　また主制御装置２０は、図柄表示装置中継端子板２６を介して接続されている第１特図
表示装置９、第２特図表示装置１０、普図（普通図柄）表示装置７の表示及び普図保留数
表示装置８の点消灯を制御する。
【００２５】
　更に、主制御装置２０は、大入賞口ソレノイド３６を制御することで大入賞口の開閉を
制御し、普電役物ソレノイド３７を制御することで第２特図始動口の開閉を制御する。
　主制御装置２０からの出力信号は試験信号端子（図示しない）にも出力される他、図柄
変動や大当り（特別遊技ともいう）等の管理用の信号が外部接続端子板１４に出力されて
ホールコンピュータ１５に送られる。主制御装置２０と払出制御装置２１とは双方向通信
が可能に構成されている。
【００２６】
　払出制御装置２１は、主制御装置２０から送られてくるコマンドに応じて払出モータ４
０を駆動させて賞球を払い出させる。本実施例においては、賞球として払い出される遊技
球を計数するための払出スイッチ４１の検出信号は払出制御装置２１に入力され、払出制
御装置２１で賞球の計数が行われる構成を用いる。この他にも主制御装置２０と払出制御
装置２１に払出スイッチ４１の検出信号が入力され、主制御装置２０と払出制御装置２１
の双方で賞球の計数を行う構成を用いることも考えられる。
【００２７】
　なお、払出制御装置２１はガラス枠開放スイッチ４２、内枠開放スイッチ４３、満杯ス
イッチ４４、球切れスイッチ４５からの信号が入力され、満杯スイッチ４４により下皿（
図示しない）が満タンであることを示す信号が入力された場合及び球切れスイッチ４５に
より球タンク１１に遊技球が少ないあるいは無いことを示す信号が入力されると払出モー
タ４０を停止させ、賞球の払出動作を停止させる。なお、満杯スイッチ４４、球切れスイ
ッチ４５も、その状態が解消されるまで信号を出力し続ける構成になっており、払出制御
装置２１は、その信号が出力されなくなることに起因して払出モータ４０の駆動を再開さ
せる。
【００２８】
　また、払出制御装置２１はＣＲユニット端子板４６を介してＣＲユニット（プリペイド
カードユニット）４７と交信することで払出モータ４０を作動させ、貸し球を排出する。
払出された貸し球は払出スイッチ４１に検出され、検出信号は払出制御装置２１に入力さ
れる。なお、ＣＲユニット端子板４６は精算表示装置４８とも双方向通信可能に接続され
ており、精算表示装置４８には、遊技球の貸出しを要求するための球貸スイッチ４９、精
算を要求するための精算スイッチ５０、残高表示器（図示しない）が接続されている。
【００２９】
　また、払出制御装置２１は、外部接続端子板１４を介して賞球に関する情報、枠（内枠
３、前枠）の開閉状態を示す情報などをホールコンピュータに送信するほか、発射制御装
置２４に対して発射停止信号を送信する。
　なお本実施例では遊技球を払い出す構成であるが、入賞等に応じて発生した賞球を払い
出さずに記憶する封入式の構成にしても良い。
【００３０】
　発射制御装置２４は発射モータ５１を制御して、遊技球を遊技領域に発射させる。なお
、発射制御装置２４には払出制御装置２１以外に発射ハンドル（図示しない）からの回動
量信号（図示しない）、タッチスイッチ５２からのタッチ信号、発射停止スイッチ５３か
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らの発射停止信号が入力される。
　回動量信号は、遊技者が発射ハンドルを操作することで出力され、タッチ信号は遊技者
が発射ハンドルに触ることで出力され、発射停止スイッチ信号は、遊技者が発射停止スイ
ッチ５３を押すことで出力される。なお、タッチ信号が発射制御装置２４に入力されてい
なければ、遊技球は発射できないほか、発射停止スイッチ信号が入力されているときには
、遊技者が発射ハンドルを触っていても遊技球は発射できないようになっている。
【００３１】
　サブ統合制御装置２３はサブ制御装置に該当し、主制御装置２０から送信されてくるデ
ータ及びコマンドを受信し、それらを演出表示制御用、音制御用及びランプ制御用のデー
タに振り分けて、演出表示制御用のコマンド等は演出図柄制御装置２２に送信し、音制御
用及びランプ制御用は自身に含まれている各制御部位（音声制御装置及びランプ制御装置
としての機能部）に分配する。そして、音声制御装置としての機能部は、音声制御用のデ
ータに基づいて音ＬＳＩを作動させることによってスピーカ５４からの音声出力を制御し
、ランプ制御装置としての機能部はランプ制御用のデータに基づいてランプドライバを作
動させることによって各種ＬＥＤ、ランプ５５を制御する。　また、サブ統合制御装置２
３には、演出ボタン５６が接続されており、遊技者が演出ボタン５６を操作した際には、
その信号がサブ統合制御装置２３に入力される。さらに、サブ統合制御装置２３には、音
量調節スイッチ５７からの信号が入力されることにより、スピーカ５４の音量を調節可能
に構成されている。
【００３２】
　サブ統合制御装置２３と演出図柄制御装置２２とは双方向通信が可能である。
　演出図柄制御装置２２は、サブ統合制御装置２３から受信したデータ及びコマンド（共
に主制御装置２０から送信されてきたものとサブ統合制御装置２３が生成したものとがあ
る）に基づいて演出図柄表示装置６を制御して、擬似図柄等の演出画像を演出図柄表示装
置６の画面に表示させる。
【００３３】
　以上、本発明の遊技機の一例として、本実施形態のパチンコ機１の基本的な構成を説明
してきた。ところで、本発明は、上述したようにＩＣタグシールの重要な構成要素を確実
に切断することで、基板ケースが開放された場合のＩＤ情報の読み取りをより確実に不可
能にし、ひいては不正行為による被害を極力抑えることを目的とするものであるが、ここ
で、本発明の要部が切断する対象としてのＩＣタグシールについて、予め説明する。
【００３４】
　図３は、本発明の要部が切断する対象としてのＩＣタグシールの構成を説明する概略説
明図である。図３に示すように、ＩＣタグシール６０は、略矩形状の薄体で形成されたシ
ール基体６０ｃと、該シール基体６０ｃの略中央位置に設けられて固有のＩＤ情報が記録
されたＩＣチップ６０ａと、該ＩＣチップ６０ａから、図示右斜め上方向及び左斜め下方
向に向かって夫々帯状に延設されるアンテナ部６０ｂと、該アンテナ部６０ｂ上且つＩＣ
チップ６０ａから図示左斜め下方向に向かって線状に設けられる接続部６０ｄを備える。
　接続部６０ｄは、ＩＣチップ６０ａとアンテナ部６０ｂとを電気的に接続状態とし、こ
れにより、ＩＣチップ６０ａは、記録されたＩＤ情報をアンテナ部６０ｂを介して送信可
能に構成されている。このように構成されるＩＣタグシール６０に対して、ＩＣチップ６
０ａのＩＤ情報を外部から読取装置によって読み取ることが可能となっている。これによ
り、読取装置による読み取り結果から、ＩＣチップ６０ａの真贋判定や、ＩＣタグシール
６０の状態判定を行うことが出来る。本発明の要部である基板ケースにも、このようなＩ
Ｃタグシール６０が封印手段として採用されている。本実施例では、上述したように、主
制御装置２０が本発明の要部である基板ケースを備えるものであり、次に当該基板ケース
の構成について説明する。
【００３５】
　図４は、本実施例の基板ケースの組み付け状態を説明する概略斜視図である。なお、図
４に示す主制御装置２０は、本発明の要部を説明する上で必要としない構成を図１の主制
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御装置２０から割愛して示したものである。また、本発明の特徴は、上述したように、主
制御装置２０に限定したものではなく、他の制御装置であっても、ＩＣタグシールを封印
手段とする本発明の基板ケースを備えるものであれば良い。
　図４に示すように、本実施例の主制御装置２０は、少なくともケース基体７０とケース
蓋体８０を具備してなる。ケース基体７０とケース蓋体８０を組み合わせて本発明の基板
ケースが構成されている。当該基板ケースは、パチンコ機１に設けられた各種電気的作動
装置の制御機能を司る図示しない制御基板を、内部に形成された空間に収納可能となって
いる。さらに、ケース基体７０とケース蓋体８０を組み合わせて封印する手段としての上
述したＩＣタグシール６０を被覆するシールカバー６５も備える。
【００３６】
　図５を参照して、基板ケースを備えた主制御装置２０の構成についてさらに説明する。
図５は、基板ケースを備えた主制御装置２０の構成を説明する概略斜視図である。本実施
例の主制御装置２０の基板ケースは、ケース基体７０、ケース蓋体８０、切断部材９０、
及びカバー部材としてのシールカバー６５を備える。さらに、ケース基体７０は、制御基
板を収容する基体本体部７１と、該基体本体部７１の上部に基体突設片７２と、ＩＣチッ
プ支持部材７３を備え、ケース蓋体８０は、同じく制御基板を収容する蓋体本体部８１と
、該蓋体本体部８１の上部に蓋体突設片８２を備える。図６も参照して、これらの構成に
ついてさらに詳述する。図６は、本実施例の基体突設片７２、蓋体突設片８２及び切断部
材９０の組み付け状態を説明する概略斜視図である。
【００３７】
　ケース基体７０の基体本体部７１は、図示前面が開口した底の浅い箱状に形成され、図
示左右の立ち上がり部には、略逆Ｌ字状に形成された係止凸部７５が４箇所設けられてい
る。上述したように、基体本体部７１の上部には、後述するＩＣタグシール６０が貼付さ
れる際に、ＩＣチップ６０ａを中心としてこれを囲繞する領域に対応して、当該領域部分
が貼付されるための平坦面で形成されるＩＣチップ支持面部７３ａを具備してなると共に
、基体本体部７１の上部から上方に向かって、所定の高さで且つ、縦長の略直方体状に形
成されたＩＣチップ支持部材７３が立設されている。
【００３８】
　ここで、図７を参照して、本実施例のＩＣチップ支持部材７３の構成について説明する
。図７は、本発明のＩＣチップ支持部材の構成を説明する概略断面図である。なお、当該
図面は、図５に図示したＩＣチップ支持部材７３を左手前側から視た状態の断面図であっ
て、図７に示さないがＩＣチップ支持部材７３の図示左側に基体突設片７２が配設される
ものである。
　本実施例のＩＣチップ支持部材７３は、図７（Ａ）に示すように、略縦長の角柱状に形
成され、基体本体部７１の上部の立ち上がり部に底面部の奥側（図示左側）略半分が支持
されるように設けられており、残る手前側（図示右側）半分は、ケース蓋体８０とケース
基体７０が組み合わされた際に、後述する蓋体本体部８１の上部に支持されるように構成
されている。
　本実施例のＩＣチップ支持部材７３は、基体突設片７２及び蓋体突設片８２と同じ図示
上方向に向かって、基体本体部７１の上部に突設されている。
　このように、ＩＣチップ支持面部７３ａがケース基体７０又はケース蓋体８０の何れか
一方に構成されることによって、単一の部材の一面部により構成することが出来、複数の
部材が組み合わされて一面部を形成するのに比較して、格段に平坦性を確保可能となる。
したがって、ＩＣタグシール６０を貼付する際に、ＩＣチップ６０ａを囲繞する領域を確
実に貼付することが出来、ＩＣチップ６０ａと、アンテナ部６０ｂ及び接続部６０ｄとを
確実に切断して離隔させ、電気的に遮断することが可能となる。
【００３９】
　また、基体本体部７１の外側且つ上部には、後述するＩＣタグシール６０が貼付される
ための基体シール貼付部７２ｂを備え、断面略逆Ｌ字の薄板状に形成された基体突設片７
２が突設されている。該基体突設片７２は、上述したＩＣチップ支持部材７３と同様に、
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基体本体部７１の上部から上方に向かって、所定の高さで形成されている。より詳述する
と、基体突設片７２は、基体本体部７１の上部の立ち上がり部から、上方すなわちＩＣチ
ップ支持部材７３と同方向に向かって、所定の高さまで薄板状に立ち上がり形成され、次
いで手前側に向かって略直角に折れ曲がって平面部が形成されてなる。該平面部の高さは
、ＩＣチップ支持部材７３のＩＣチップ支持面部７３ａと略同じ高さとなるように構成さ
れる。このように、ＩＣチップ支持部材７３のＩＣチップ支持面部７３ａを、基体突設片
７２の基体シール貼付部７２ｂ及び、蓋体突設片８２の蓋体シール貼付部８２ｂの、前記
平面部と略同じ高さに形成されることによって、ＩＣチップ支持面部７３ａ、基体シール
貼付部７２ｂ、及び蓋体シール貼付部８２ｂが、単一の平面を構成し、何れかの箇所が突
出する或いは陥没するなどの状態とならず、ＩＣタグシール６０の貼付が容易となる。
【００４０】
　なお、基体突設片７２の当該平面部には、ＩＣチップ支持部材７３に対して、一定の間
隙をもって離隔するように、本実施例ではコの字状に切り欠き形成された切欠き部７２ａ
を備えている。ＩＣチップ支持部材７３と切欠き部７２ａとの一定の間隙は、後述する切
断部材９０がＩＣチップ支持部材７３に挿通するとき、基体突設片７２が切断部材９０に
干渉せず、且つ切断部材９０がＩＣタグシール６０を切断するに好適なクリアランスに設
定されている。
【００４１】
　さらに、基体突設片７２は、上述した立ち上がり部及び平面部に外側部分に基体シール
貼付部７２ｂを備える。基体シール貼付部７２ｂは、図示したように（図６参照）、平面
部から僅かに低い幅広の溝部で形成され、図示しない立ち上がり部の裏面側にまで延設さ
れてなる。当該溝部の幅は、図５に示すＩＣタグシール６０の左右の幅寸法よりも僅かに
大きく形成されており、ＩＣタグシール６０を貼付する際に、当該溝部の中に貼付するよ
うにすることで、大きくずれて貼付されることを防止するようにしている。
【００４２】
　基体突設片７２の図示左右には、基体突設片７２の左右両側部に当接する位置に、一対
の左基体カバー支持部７４ａと右基体カバー支持部７４ｂが設けられている。左基体カバ
ー支持部７４ａは、縦長の略直方体状に形成されると共に、上部半分が傾斜状に形成され
てなる。右基体カバー支持部７４ｂは、左基体カバー支持部７４ａと対称に形成されてい
る。このように傾斜状に形成された左基体カバー支持部７４ａと右基体カバー支持部７４
ｂが、基体突設片７２を挟んで設けられていることにより、後述するシールカバー６５を
前記傾斜に沿わせて下降させることで、容易に被せることが出来る。また、左基体カバー
支持部７４ａと右基体カバー支持部７４ｂは、シールカバー６５の凹部の内側に丁度嵌入
できるように構成されている。
【００４３】
　ケース蓋体８０の蓋体本体部８１は、図示しない裏面部が開口し、断面凸字状の、且つ
箱状に形成されている。また、蓋体本体部８１の裏面側には、上述したケース基体７０の
係止凸部７５に対応して、該係止凸部７５が挿入且つ図示上下方向にスライドすることに
よって、ケース基体７０とケース蓋体８０を組み合わせて閉止することが可能な、図示し
ない係止凹部が４箇所設けられている。なお、このようにケース基体７０とケース蓋体８
０が組み合わされて閉止されたことにより形成される内部空間に、上述した制御基板（図
示しない）が収納される。該制御基板は、ケース基体７０とケース蓋体８０の何れに取り
付けられる構成であっても良い。
【００４４】
　本実施例では、蓋体本体部８１の外側且つ上部には、上述した、基体突設片７２、左基
体カバー支持部７４ａ、及び右基体カバー支持部７４ｂに対応して、これと対称の構成で
、蓋体突設片８２、左蓋体カバー支持部８４ａ、及び右蓋体カバー支持部８４ｂが突設さ
れている。基体突設片７２と同様に、蓋体突設片８２は、切欠き部８２ａ、及び蓋体シー
ル貼付部８２ｂを備え、ケース基体７０とケース蓋体８０が組み合わされて閉止されたと
き、図６（Ａ）に示すように、基体突設片７２と蓋体突設片８２は、互いに相対する位置
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で配設される状態、すなわち対向状態となる。すなわち、基体突設片７２及び蓋体突設片
８２が対向状態となったとき、ＩＣタグシール６０を、当該両突設片に跨って貼付するた
めの貼付部として、基体突設片７２は基体シール貼付部７２ｂを、また蓋体突設片８２は
蓋体シール貼付部８２ｂを備えるものである。さらに、当該状態において、基体突設片７
２と蓋体突設片８２との間には、図示した所定の間隙が形成される。当該間隙は、中央に
切欠き部７２ａ及び切欠き部８２ａで形成される略正方形状の間隙と、この間隙から図示
左右両方向に向かって一定の狭い幅の間隙が延設されてなる。こうして形成された間隙に
は、後述する切断部材９０が所定のクリアランスで嵌入可能となっている。この点につい
ては、切断部材９０の構成を説明した後で詳述する。
【００４５】
　次に、本実施例の切断部材９０の構成について説明する。切断部材９０は、図５乃至図
６に示すように、中央のＩＣチップ分離パンチ部９１から図示左方向に向かって左切れ刃
部９２及び左ガイド部９４を備え、図示右方向に向かって右切れ刃部９３及び右ガイド部
９５を備える。
　さらに詳述すると、ＩＣチップ分離パンチ部９１は、断面が略正方形状の縦長の中空角
柱状に形成され、上述したＩＣチップ支持部材７３が所定のクリアランスで嵌入可能な本
発明のＩＣチップ支持部材挿通孔部としての支持部材嵌入孔９１ａが貫設されると共に、
支持部材嵌入孔９１ａの上端である４辺の辺縁部が切れ刃状となるように夫々、下方且つ
外側方向に向かって所定のシェア角で傾斜する切れ刃部９１ｂを備えている。
　左切れ刃部９２は、前面視台形状の略薄板状に形成されてなる。左切れ刃部９２の上部
は、ＩＣチップ分離パンチ部９１側から左ガイド部９４側に向かって、つまり中央から外
側方向に向かって上り傾斜状に形成されると共に、裏面側から表面側に向かって下り傾斜
状に形成される。このように、左右方向、また前後方向に傾斜状に形成されることにより
、ＩＣタグシール６０を切断するための好適なシェア角を得ることが可能となっている。
　左ガイド部９４は、略薄板状に形成されると共に、左切れ刃部９２に直交して設けられ
る。また、左ガイド部９４の下半分には、左ガイド弾性部９４ａを備える。左ガイド弾性
部９４ａは、弾性を有する樹脂等の素材で形成され、下方に向かうにしたがって、図示左
側すなわち切断部材９０の外側方向に開いた状態で構成される。これにより、左ガイド弾
性部９４ａは外側つまり左方向からの加圧により右側つまり中央に向かって撓むようにな
っている。なお、左ガイド部９４及び、左ガイド弾性部９４ａの幅は、ケース基体７０と
ケース蓋体８０が組み合わされた状態（図６（Ａ）参照）における左基体カバー支持部７
４ａ及び左蓋体カバー支持部８４ａが形成する間隙に嵌入可能な寸法で構成されている。
　本実施例では、以上説明してきた左切れ刃部９２、左ガイド部９４、及び左ガイド弾性
部９４ａとは対称の構成で、右切れ刃部９３、右ガイド部９５、及び右ガイド弾性部９５
ａが設けられている。そして、後述するが、切断部材９０が具備する左ガイド弾性部９４
ａ及び右ガイド弾性部９５ａは、相対する基体突設片７２及び蓋体突設片８２を、シール
カバー６５が被覆したときに、切断部材９０が該シールカバー６５を係止し、該係止作用
によって、シールカバー６５が基体突設片７２及び蓋体突設片８２から離脱するときに、
切断部材９０がシールカバー６５の変位に連動して変位し、結果としてＩＣタグシール６
０を切断するための、本発明のカバー連動手段である。
【００４６】
　切断部材９０は、このように構成されることで、図６（Ａ）に示すように相対する基体
突設片７２と蓋体突設片８２が形成する上述した間隙に挿入可能となっている。具体的に
は、ＩＣチップ支持部材７３が切断部材９０の支持部材嵌入孔９１ａに嵌め込まれると、
同時にＩＣチップ分離パンチ部９１が切欠き部７２ａ及び切欠き部８２ａで形成される略
正方形状の間隙に嵌め込まれ、該略正方形状の間隙から図示左右両方向に向かって延設さ
れる一定の狭い幅の間隙に、左切れ刃部９２及び右切れ刃部９３が嵌め込まれ、左ガイド
部９４は左基体カバー支持部７４ａと左蓋体カバー支持部８４ａの間隙に嵌め込まれ、右
ガイド部９５は右基体カバー支持部７４ｂと右蓋体カバー支持部８４ｂの間隙に嵌め込ま
れる。このように嵌め込まれて図示最下部まで挿入されることにより、本実施例の切断部



(12) JP 2012-192044 A 2012.10.11

10

20

30

40

50

材９０は、相対する基体突設片７２と蓋体突設片８２が形成する間隙に収容可能且つ、進
退可能に構成されている。
【００４７】
　次いで、本実施例のカバー部材としてのシールカバー６５の構成について、図８も参照
しつつ説明する。図８は、本発明のカバー部材及び切断部材の作用を説明する概略説明図
である。シールカバー６５は、略直方体状且つ下方に向かって開口した箱状に形成され、
図示左右の立下り部の最下部には内側に向かって楔状の係止部６５ａ、及び係止部６５ｂ
を備える。また、シールカバー６５は、図６（Ｂ）に示すように、対向状態に位置する基
体シール貼付部７２ｂ及び蓋体シール貼付部８２ｂに跨って貼付されたＩＣタグシール６
０を被覆すると共に、基体突設片７２、蓋体突設片８２、切断部材９０等を完全に内部に
収容した状態で、係止部６５ａ及び係止部６５ｂによって切断部材９０を係止可能に構成
されている。当該係止構造及び作用については、後に詳述する。
【００４８】
　次に、このように構成される本実施例の基板ケースの組み付け方法及び封印（封止）方
法を説明する。
　先ず、図５に示すケース基体７０の４箇所の係止凸部７５を、ケース蓋体８０の図示し
ない係止凹部に挿入して図示上下方法にスライドすることにより、ケース基体７０とケー
ス蓋体８０を組み合わせて閉止する。この際、予めケース基体７０若しくはケース蓋体８
０の何れかに、制御基板を取り付けておくことで、内部空間に制御基板を収容することに
なる。更に、ケース基体７０とケース蓋体８０は、図示しない係止手段（例えば、ネジ止
め等）により係止する。
　こうしてケース基体７０とケース蓋体８０が組み合わされると、次いで、図６（Ａ）に
示すように対向状態となった基体突設片７２と蓋体突設片８２に対して、上述したように
切断部材９０が上方から下方に向かって挿入されて配置される。切断部材９０が配置され
ると、図６（Ｂ）に示すようにＩＣタグシール６０を、基体突設片７２の裏面側の基体シ
ール貼付部７２ｂと、蓋体突設片８２の表面側の蓋体シール貼付部８２ｂとに跨って、且
つ、ＩＣチップ６０ａがＩＣチップ支持部材７３のＩＣチップ支持面部７３ａの略中心に
位置するように貼付する。因みに、ＩＣチップ支持面部７３ａ上には、このときＩＣチッ
プ６０ａを囲繞する領域が貼付されることになる。ＩＣタグシール６０が貼付されると、
最後に、図８（Ａ）、（Ｂ）に示すように、シールカバー６５を上方から下方に向かって
嵌め込んで被覆し、切断部材９０と係止することで組み付け及び封印作業が完了する。こ
のように組みつけられた本発明の基板ケースは、ＩＣタグシール６０を破断しない限り開
封すなわちケース基体７０とケース蓋体８０とを離隔することは出来ないように構成され
ている。本発明の要部としての基板ケースは、以上説明してきたように構成されるもので
あるが、続いてその作用効果について、先ず図８を参照して説明する。
【００４９】
　図８（Ａ）はシールカバー６５の装着前の状態、図８（Ｂ）は装着時すなわち切断部材
９０を係止した状態、図８（Ｃ）はＩＣタグシール６０による封印状態を解くためにシー
ルカバー６５を取り外した状態、をそれぞれ示している。便宜上、シールカバー６５はハ
ッチングを施した概略断面図により示し、手前側に位置する蓋体突設片８２は省略した。
　先ず図８（Ａ）には、切断部材９０が基体突設片７２及び蓋体突設片８２の間隙に挿入
され最下部まで到達して収容され、次いでＩＣタグシール６０が貼付された状態が示され
ている。当該状態において、基体突設片７２の基体シール貼付部７２ｂの上面部と、ＩＣ
チップ支持面部７３ａとは、同一の高さ位置で構成されており、且つ、切断部材９０の切
れ刃部９１ｂよりも僅かに高い位置で構成されている。つまり、ＩＣタグシール６０を貼
付するときに、ＩＣチップ６０ａが配設された箇所を囲繞する領域が貼付されるＩＣチッ
プ支持面部７３ａよりも、該ＩＣチップ支持面部７３ａに近接してこれを囲む位置に設け
られた切れ刃部９１ｂが、低い位置に備えられている。これにより、ＩＣタグシール６０
を貼付するときに、ＩＣチップ６０ａが配設された箇所を囲繞する領域を、ＩＣチップ支
持面部７３ａに、浮き上がることなく確実に貼付することが可能となっている。便宜上図



(13) JP 2012-192044 A 2012.10.11

10

20

30

40

50

示しない蓋体突設片８２の蓋体シール貼付部８２ｂの上面部の高さ位置も、上述した基体
突設片７２の基体シール貼付部７２ｂの上面部と同様である。
【００５０】
　このように切断部材９０が基体突設片７２及び蓋体突設片８２の間隙に収容され、ＩＣ
タグシール６０が貼付された状態において、シールカバー６５を図示矢印方向（下方向）
に変位させて装着する。装着及び係止過程について詳述する。シールカバー６５を、左基
体カバー支持部７４ａ及び右基体カバー支持部７４ｂ、さらに図示しない左蓋体カバー支
持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂの傾斜部に沿わせて降下させると、シールカバ
ー６５の係止部６５ａが、切断部材９０の左ガイド弾性部９４ａを図示右側に加圧して撓
ませ、一方、係止部６５ｂが、同じく右ガイド弾性部９５ａを図示左側に加圧して撓ませ
る。さらに降下が進んで最下部まで到達すると、各ガイド弾性部は、対応する係止部から
の加圧から解放されて、左ガイド弾性部９４ａは左方向に、右ガイド弾性部９５ａは右方
向にそれぞれ開いて現状復帰する。このとき、楔状の係止部６５ａの上部と左ガイド弾性
部９４ａの下部、及び係止部６５ｂの上部と右ガイド弾性部９５ａの下部が、それぞれ当
接して係止される。このように、切断部材９０が、シールカバー６５に係止されると、図
８（Ｂ）に示す状態となる。本実施例のケース基体７０及びケース蓋体８０は、当該状態
とすることにより、ＩＣタグシール６０によって封印（封止）状態となる。
【００５１】
　なお、本実施例の係止部６５ａ及び係止部６５ｂは、シールカバー６５の図示前後方向
の全域に亘って設けられているのではなく、左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部９
５ａに対応する箇所にのみ突設されている。このようにすることにより、シールカバー６
５の図示した左右の内壁と、左基体カバー支持部７４ａと左蓋体カバー支持部８４ａ（図
示しない）及び、右基体カバー支持部７４ｂと右蓋体カバー支持部８４ｂ（図示しない）
の夫々の外壁部との間隙を少なく出来、シールカバー６５を確実に装着することが出来る
。
【００５２】
　次いで、上述した封印状態を解除する過程における作用について説明する。図８（Ｂ）
に示す状態から、シールカバー６５を上方に向かって持ち上げて、対向状態にあるケース
基体７０の基体突設片７２及びケース蓋体８０の蓋体突設片８２から離隔する方向に変位
させる。このとき、係止部６５ａ及び係止部６５ｂが、それぞれ本発明のカバー連動手段
としての左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部９５ａに当接して係止されていること
によって、シールカバー６５の上昇変位に伴って、これに連動して切断部材９０が上昇変
位を開始する。
【００５３】
　切断部材９０の上昇変位に伴い、ＩＣチップ分離パンチ部９１の上端部に設けられて且
つシェア角を形成する切れ刃部９１ｂの図示最上部が、ＩＣタグシール６０の下面側すな
わち貼付面側且つ、ＩＣチップ支持面部７３ａの外周部に近接した箇所に到達する。さら
に上昇変位が進むと、切れ刃部９１ｂはＩＣチップ支持面部７３ａの外周部に沿ってＩＣ
タグシール６０を切断する。つまり、切断部材９０は、ＩＣチップ分離パンチ部９１によ
って、ＩＣタグシール６０のＩＣチップ６０ａを囲繞する領域（本実施例ではＩＣチップ
支持面部７３ａ及び支持部材嵌入孔９１ａに対応した矩形状の領域）を切断して打ち抜く
ことで、ＩＣタグシール６０から分離することが可能となっている。ひいては、ＩＣチッ
プ６０ａを中心とした全周囲（全方向）を切断することにより、上述したアンテナ部６０
ｂや接続部６０ｄとの電気的接続状態を確実に分断することが可能となる。なお、ＩＣタ
グシール６０の下面側（貼付面側）に備えられた接着剤等による貼付手段は、ＩＣチップ
分離パンチ部９１がＩＣタグシール６０に下方から接触してさらに上昇する際に加えられ
る押圧に抗して、ＩＣタグシール６０のＩＣチップ６０ａを囲繞する領域がＩＣチップ支
持面部７３ａから剥離してしまわない程度に強い貼付力を発揮できるものが、好適である
。
【００５４】
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　さらに、切断部材９０の左切れ刃部９２及び右切れ刃部９３が、切断部材９０の上昇変
位に伴って、ＩＣタグシール６０を図示左右側方から中央に向かって切断する。この切断
により、ＩＣタグシール６０が切断されたことが、すなわちケース基体７０とケース蓋体
８０との封印（封止）状態が解かれたことが、外部から一見して明白に視認可能となって
いる。切断部材９０の上昇変位がさらに進んで、基体突設片７２及び蓋体突設片８２から
完全に離隔すると、図８（Ｃ）に示す状態となる。このとき、左切れ刃部９２及び右切れ
刃部９３によって切断されたＩＣタグシール６０の切断（破断）状態は、開封が為された
ことを明示し、ＩＣチップ支持面部７３ａ上にはＩＣチップ６０ａを囲繞する領域が、Ｉ
Ｃタグシール６０の本体すなわちアンテナ部６０ｂや接続部６０ｄとは絶縁された状態で
残存している。このようにして、本実施例のケース基体７０とケース蓋体８０は封印が解
除されるように構成されている。
【００５５】
　同様に、封印状態を解除する過程について、図９を参照してさらに説明する。図９は、
本発明の切断部材の作用を説明する概略説明図である。図９（Ａ）は、対向状態にある基
体突設片７２及び蓋体突設片８２の、基体シール貼付部７２ｂ及び蓋体シール貼付部８２
ｂに跨ってＩＣタグシール６０を貼付した状態の平面図であり、図９（Ｂ）及び（Ｃ）は
、切断部材９０がＩＣタグシール６０を切断する作用を説明する概略断面図である。なお
、便宜上、当該図面ではシールカバー６５は図示していない。
　図９（Ａ）を参照して説明すると、上述したように対向状態にある基体突設片７２及び
蓋体突設片８２の、基体シール貼付部７２ｂ及び蓋体シール貼付部８２ｂに、ＩＣタグシ
ール６０が跨って貼付されている。本実施例の基体シール貼付部７２ｂ及び蓋体シール貼
付部８２ｂは、ＩＣタグシール６０の左右幅よりも図示したように僅かに大きな幅で形成
され、且つ一段低く凹設されてなることにより、貼付の際の目安となっている。貼付され
たＩＣタグシール６０について説明すると、図示略中央にＩＣチップ６０ａが位置してお
り、これはＩＣタグシール６０によって被覆されて示されていないＩＣチップ支持面部７
３ａの略中央位置となるように構成されている。また、ＩＣチップ６０ａから左斜め下方
に向かって線状に構成された接続部６０ｄが延設されている。ＩＣタグシール６０によっ
て被覆されて示されていない本実施例のＩＣチップ支持面部７３ａは、当該接続部６０ｄ
の長手方向の略中央部分（中途箇所）を切断可能な形状及び大きさに形成されていること
で、切断時には確実に接続部６０ｄを切断する。さらに、ＩＣチップ６０ａから左斜め下
方及び右斜め上方に向かって帯状に構成されたアンテナ部６０ｂが延設されている。なお
、ＩＣチップ６０ａ、接続部６０ｄ、及びアンテナ部６０ｂを中央で分断する切断線ＡＡ
‘を示した。以下に説明する図９（Ｂ）、（Ｃ）は、当該切断線ＡＡ‘で当該構成を切断
した際の断面図である。
【００５６】
　図９（Ｂ）に示すように、本実施例の封印状態において、対向状態にある基体突設片７
２及び蓋体突設片８２の内部空間に切断部材９０が収容され、基体シール貼付部７２ｂ及
び蓋体シール貼付部８２ｂに、ＩＣタグシール６０が跨って貼付されたときには、ＩＣチ
ップ６０ａはＩＣチップ支持面部７３ａの図示略中央位置に配置されるようになっている
。また、ＩＣチップ支持面部７３ａを上部に備えるＩＣチップ支持部材７３が、切断部材
９０のＩＣチップ分離パンチ部９１が嵌入されている。さらに詳述すると、ＩＣチップ分
離パンチ部９１の支持部材嵌入孔９１ａに、ＩＣチップ支持部材７３が上下方向に挿通可
能な僅かな間隙を持たせて、挿入されている。上述したように、ＩＣチップ分離パンチ部
９１の切れ刃部９１ｂの上端部は、ＩＣチップ支持面部７３ａよりも低い位置に配置され
るように構成されている。このような状態から、図示しないシールカバー６５が上昇変位
すると、図９（Ｃ）に示すように、シールカバー６５に係止した切断部材９０が連動して
上昇変位して、ＩＣタグシール６０を切断する。
【００５７】
　図９（Ｃ）に示す矢印方向に向かって切断部材９０が上昇変位して、切れ刃部９１ｂが
ＩＣタグシール６０の図示下側面から上方に向かって、ＩＣタグシール６０の貼付力に抗
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して突き上がる。このとき、支持部材嵌入孔９１ａとＩＣチップ支持部材７３の断面形状
は、好適な間隙が設定された相似形に形成されていることから、図示したように、ＩＣタ
グシール６０のＩＣチップ支持面部７３ａに貼付された部分すなわち、ＩＣチップ６０ａ
を中心としてこれを囲繞する領域は、ＩＣタグシール６０の他の部分とは完全に断絶され
てＩＣチップ支持面部７３ａ上に残存することになる。更に言えば、当該領域には、ＩＣ
チップ６０ａ、該ＩＣチップ６０ａから左斜め下方及び右斜め上方に向かって延設された
アンテナ部６０ｂの各々僅か一部、及びＩＣチップ６０ａから左斜め下方に延設された接
続部６０ｄの僅か一部のみが残存することになる。これにより、アンテナ部６０ｂはＩＣ
チップ６０ａから両方向で短く切断され、接続部６０ｄも同様に中途箇所で切断されるこ
とで、ＩＣチップ６０ａからのＩＤ情報の発信機能を著しく低下或いは不能とすることが
可能となっている。
【００５８】
　また、切断部材９０が上昇変位すると、左切れ刃部９２及び右切れ刃部９３（図示しな
い）が、図９（Ａ）の、ＩＣタグシール６０を左右側方から中央に向かって切断して、上
述したＩＤ情報の発信機能の低下或いは不能だけではなく、外観上からも封印が解除され
たことを明示可能としている。
【００５９】
　本実施例の作用について、図１０を参照して更に説明する。図１０は、ＩＣタグシール
６０に対するＩＣチップ支持面部７３ａ及び支持部材嵌入孔９１ａの位置関係を説明する
概略説明図である。図１０（Ａ）に示すように、ＩＣタグシール６０が予定された正規の
位置に貼付された場合には、破線で示すＩＣチップ支持面部７３ａ及び支持部材嵌入孔９
１ａは、その略中央にＩＣチップ６０ａが位置する。破線は、切断が予定される領域を示
しているので、当該正規の位置に貼付された場合には、既に説明したように、アンテナ部
６０ｂはＩＣチップ６０ａから両方向で短く切断され、接続部６０ｄも同様に中途箇所で
切断されることになる。
【００６０】
　ＩＣタグシール６０の貼付作業は、作業者による手作業で行われることから、貼付位置
や貼付の向きに関してミスが発生する場合も想定される。その点、本実施例の構成を採用
することで一定限度のミスであれば充分に対応可能となっている。すなわち、これまで説
明してきたように、ＩＣタグシール６０の構成は、略中央にＩＣチップ６０ａを備え、当
該ＩＣチップ６０ａから右斜め上方且つ左斜め下方に向かってアンテナ部６０ｂが、また
同様にＩＣチップ６０ａから左斜め下方に向かって接続部６０ｄが延設されている。そし
て、ＩＣチップ分離パンチ部９１は、支持部材嵌入孔９１ａの略中央に位置するＩＣチッ
プ６０ａを中心とした周囲全ての方向に対して拡張した所定の領域を打ち抜くものである
。
【００６１】
　したがって、ＩＣタグシール６０の姿勢が多少斜めに貼付されてしまった場合でも、略
中央にＩＣチップ６０ａを位置する限り、ＩＣチップ６０ａから延設されるアンテナ部６
０ｂの両端及び接続部６０ｄを確実に切断可能である。
　また、ＩＣタグシール６０の姿勢が正規の状態ではあるが、ＩＣチップ６０ａが中央か
らずれて貼付されてしまった場合でも、一定の限度までならば本発明の機能を発揮するこ
とが出来る。図１０（Ｂ）に示すように、ＩＣタグシール６０が正規の貼付位置から図示
右斜め上方にずれてしまった場合でも、破線で示す領域の範囲内に位置するのであるなら
ば、アンテナ部６０ｂの両端及び接続部６０ｄを切断可能である。このとき、右斜め上方
に延設されるアンテナ部６０ｂは略完全に機能しないまでに短く切断され、且つ左斜め下
方に延設されるアンテナ部６０ｂ及び接続部６０ｄも切断される。
　また、図１０（Ｃ）に示すように、ＩＣタグシール６０が正規の貼付位置から図示左斜
め下方にずれてしまった場合でも、破線で示す領域の範囲内に位置するのであるならば、
同様に、アンテナ部６０ｂの両端及び接続部６０ｄを切断可能である。このとき、左斜め
下方に延設されるアンテナ部６０ｂ及び接続部６０ｄは、略完全に機能しないまでに短く
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切断され、右斜め上方に延設されるアンテナ部６０ｂも切断される。
　さらに、図示しないが、ＩＣタグシール６０を正規の状態から反対の状態、つまり１８
０度回転させた状態で貼付してしまった場合にも対応可能である。すなわち、当該状態は
上述した姿勢が斜めになってしまった場合の極端な例であって、そのような場合でも、略
中央にＩＣチップ６０ａを位置する限り、ＩＣチップ６０ａから延設されるアンテナ部６
０ｂの両端及び接続部６０ｄを確実に切断可能である。
　このように、本発明の構成によって、ＩＣタグシール６０の貼付作業において発生する
ミスを一定限度で許容することが可能となり、作業効率の上昇を実現可能とするものであ
る。
【００６２】
　以上、本発明の実施例を説明してきたが、次に他の変形例を説明する。
　図５及び図７を参照して説明すると、上述した実施例では、ＩＣチップ支持部材７３は
ケース基体７０の図示上部に、基体突設片７２や蓋体突設片８２と同方向即ち上方向に向
かって突設され、裏面の手前側の略半分だけが図示前方に迫り出して設けられて、ケース
基体７０とケース蓋体８０が組み合わせられたとき、前記迫り出した裏面の手前側の略半
分は、ケース蓋体８０の上部に載置されることにより支持される構成であった。
　しかし、ＩＣチップ支持部材７３はケース蓋体８０の図示上部に突設されても良い。つ
まり、ケース基体７０とケース蓋体８０が組み合わせられたときの突合せ面を基準にした
線対称の構成であっても良い。ケース基体７０とケース蓋体８０が組み合わせられたとき
に、ＩＣチップ支持部材７３の下部が、ケース基体７０とケース蓋体８０の何れかによっ
て支持されていれば良い。
【００６３】
　また、図７（Ｂ）に示すように構成しても良い。つまり、本変形例のＩＣチップ支持部
材１７３は、基体本体部１７１と蓋体本体部１８１の突合せ位置から上方に立設される。
さらに、ＩＣチップ支持部材１７３はその上部において、ＩＣチップ支持面部１７３ａを
備え且つ、図示右方向すなわち蓋体本体部１８１方向に向かって迫り出してなるＩＣチッ
プ支持舌片１７３ｂを具備してなる。蓋体本体部１８１は、基体本体部１７１と蓋体本体
部１８１の突合せ位置から上方に立設されて前記ＩＣチップ支持舌片１７３ｂの下面部を
支持する支持突設部材１８１ａを備える。このように構成することにより、ＩＣタグシー
ル６０のＩＣチップ６０ａを囲繞する領域が貼付されるＩＣチップ支持面部１７３ａを、
基体本体部１７１側のみの構成要素とすることで、ＩＣチップ支持面部１７３ａの表面が
段差の無い平面度の高い状態に構成し易くなり、結果的にＩＣチップ６０ａを囲繞する領
域が、強力にＩＣチップ支持面部１７３ａに貼付されるようになる。また、ＩＣタグシー
ル６０を貼付する際、ＩＣチップ支持舌片１７３ｂの下面部を、支持突設部材１８１ａが
支持することにより、上方から所定の圧力で押下しても破損せず、強固な貼付を行うこと
が出来る。さらに、当該構成とすることで、基体本体部１７１と蓋体本体部１８１の組み
付けが正規の状態となっているか否かが、切断部材９０を設置する際に認識することが可
能となる。つまり、基体本体部１７１と蓋体本体部１８１の組み付けが正常に出来ていな
くて、ＩＣチップ支持部材１７３の図示右壁面部と、支持突設部材１８１ａの図示左壁面
部との間に間隙が発生していたり、或いはＩＣチップ支持部材１７３と、支持突設部材１
８１ａが、俯瞰視したときにずれて組みつけられていたり、した場合には、切断部材９０
の挿通が困難となることで、基体本体部１７１と蓋体本体部１８１の組み付けが異常であ
ることが容易に認識出来る。具体的には、切断部材９０の支持部材嵌入孔９１ａに嵌入さ
れる、ＩＣチップ支持部材１７３と支持突設部材１８１ａを組み合わせた構成が、正規に
組み付けられていれば所定の間隙によって嵌入可能となるものの、正規に組みつけられて
いなければ、間隙は無くなり嵌入することが出来なくなるので、これにより組み付け状態
が異常であることを認識し易くなる。なお、このように構成した場合にも、上述したよう
に組み付け時の突合せの線を基準にして線対称に構成したとしても良い。つまり、これら
の構成については、ケース基体７０及びケース蓋体８０の何れの側に設けられる構成であ
っても良い。
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【００６４】
　次に、図１１及び図１２を参照して、切断部材の構成に係る他の変形例について説明す
る。
　本発明の切断部材は、上述した実施例の切断部材９０の構成に限定することはなく、本
発明の範囲であれば他の方法を採用しても構わない。図１１及び図１２には、切断部材の
ＩＣチップ分離パンチ部の切れ刃部として、他の構成を備えた例を示した。先ず、図１１
（Ａ）に示す切断部材１９０は、略角柱形状に形成されると共に上下即ち縦方向に支持部
材嵌入孔１９１ａが穿設されてなるＩＣチップ分離パンチ部１９１を備える。ＩＣチップ
分離パンチ部１９１の上部の夫々４箇所の辺縁部には、ＩＣチップを囲繞する領域をＩＣ
タグシールから打ち抜き易くするためのシェア角を形成するための切れ刃部１９１ｂを備
える。本変形例の切れ刃部１９１ｂは、上述した実施例の構成と同様に、支持部材嵌入孔
１９１ａの上端に位置する４箇所の辺縁部から、外側に向かって下り傾斜してシェア角が
形成されている。これに加えて、夫々の辺について略不等辺三角形状のシェア角を形成し
ても良い。
　また、図１１（Ｂ）に示すように、切断部材２９０の切れ刃部２９１ｂは、夫々の辺に
ついて略２等辺三角形状のシェア角を形成するようにしても良い。
　また、図１２（Ａ）に示すように、切断部材３９０の切れ刃部３９１ｂは、夫々の辺に
ついて複数個所、例えば図示３箇所の三角形状のシェア角を形成するようにしても良い。
　さらに、図１２（Ｂ）に示すように、切断部材４９０の切れ刃部４９１ｂは、図１２（
Ａ）と同様に夫々の辺について複数個所、例えば図示４箇所の三角形状のシェア角を形成
すると共に、当該複数個所の三角形状で形成されるシェア角を、ＩＣチップ分離パンチ部
４９１の断面視外周部及び、支持部材嵌入孔４９１ａによる断面視内周部の２条で形成す
るようにしても良い。このように２条でシェア角を形成することによって、ＩＣタグシー
ル６０のＩＣチップ支持面部７３ａに貼付された領域の外側で、当該領域を取り囲む箇所
を、連環状に打ち抜くことで、より確実にＩＣチップ６０ａの情報発信機能を低減若しく
は不能とすることが可能となる。
　以上のように、切断部材の切れ刃部の形状については、本発明の技術思想の範囲であれ
ば、様々な構成を採用しても構わない。
　上述した実施例及び変形例では、ＩＣチップ分離パンチ部１９１の上部の夫々４箇所の
辺縁部を同様の形状の切れ刃部とする構成を説明したが、これに限らず、異なる構成の切
れ刃部を条件に応じて組み合わせて用いても、もちろん構わない。このように構成するこ
とによって、ＩＣタグシール６０を構成する紙材の紙目に対応して、好適なシェア角を設
定することが出来る。また、ＩＣタグシール６０を構成する紙材、アンテナ部６０ｂ、及
び接続部６０ｄの何れを切断予定であるか、等の条件に基づいて、好適な条件でシェア角
を組み合わせて構成することも出来る。
【００６５】
　以上、本発明に係る実施例及び変形例を説明してきた。しかし、本発明の技術思想の範
囲内であれば、これに限定するものではない。
　上述した実施例におけるＩＣチップ分離パンチ部９１の断面形状は、略正方形状に形成
された例を示したが、他の形状であっても良い。例えば円形や多角形であっても良い。Ｉ
Ｃチップ６０ａを中心としてこれを囲繞する所定の領域をＩＣタグシール６０本体から切
断分離して、電気的絶縁状態とすることがより確実に実現可能であるのであれば、他の形
状を採用しても構わない。ＩＣタグシール６０を貼付する際、ＩＣチップ６０ａが所定の
位置に貼付されたとしても、当該位置を中心として多少回転してずれた位置に貼付してし
まった場合、多角形や円形とすることにより、ＩＣチップ６０ａを中心として何れの方向
にも略同様の間隙をおいて切断することになるので、アンテナ部６０ｂや接続部６０ｄの
長さ等の切断条件が変化せず、安定した結果を期待可能となる。つまり、ＩＣチップ６０
ａの貼付位置さえ正規であれば、それを中心にして回転してずれたとしても、切断後にＩ
Ｃチップ６０ａに電気的接続状態にあるアンテナ部６０ｂや接続部６０ｄの長さは常時一
定の長さとすることが出来る。
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【００６６】
　なお、切断部材９０の左切れ刃部９２及び右切れ刃部９３は、上述したような構成に限
定しなくても良い。例えば、横方向或いは前後方向のシェア角が逆方向に形成されていて
も良い。
　また、当該箇所には、シェア角を設定しない方法を採用することも考えられる。このよ
うにシェア角を設定しないことにより、ＩＣタグシール６０のシール基体６０ｃは、無理
やり強引に破断されることとなり、一見して明白にＩＣタグシール６０の封印が解かれた
事が視認可能となる。さらに言えば、ＩＣタグシール６０の電気的な情報発信機能の消滅
或いは低下は、ＩＣチップ分離パンチ部９１がアンテナ部６０ｂや接続部６０ｄの長さを
短く切断することにより実現し、視覚的にＩＣタグシール６０が切断或いは破断されたこ
とを認識可能とするのは、左切れ刃部９２及び右切れ刃部９３がシール基体６０ｃを破断
することで実現するように、機能を分担させても良い。このように切断部材９０の構成要
素ごとに、目的の異なる切断作用を為すようにすることで、封印が解除されたことを複数
種類の方法によって、すなわちＩＤ情報の読み取りが不可能となることと、ＩＣタグシー
ル６０の損傷を視認可能とすることで、明示することが可能となる。確認方法が複数種類
備えられることで、より確実に認識することが可能となるだけでなく、何れかの方法が不
十分な結果しか生まなかったとしても、他の方法が予定された充分な結果を発生させるこ
とが出来れば、封印解除を速やかに認識することが可能となる。
【００６７】
　また、ＩＣタグシールのＩＣチップが配設されている箇所の裏面側部分が貼付され当該
部分を支持するＩＣチップ支持部材の構成要素として、平坦な面で形成されるＩＣチップ
支持面部を説明した。この点、ＩＣチップ支持面部のＩＣチップが配置される予定の箇所
を示唆するための凹部又は凸部を備えた構成でも良い。例えば、ＩＣチップが配置される
予定の箇所（ポイント）を中心として所定の半径で形成される円状に、凹部又は凸部を形
成しても良い。このようにすることによって、ＩＣタグシールを貼付する際に、ＩＣタグ
シールを介して手指によって凹部又は凸部を確認出来、円の中心にＩＣチップが配置され
ているか否かを容易に確認出来る。この場合、ＩＣチップを囲繞する領域を打ち抜く際に
、ＩＣチップ支持面部からＩＣタグシールが剥がれて浮き上がることがない程度の貼付状
態を確保出来ることが前提として望ましい。
【００６８】
　さらに、上述した実施例では、ＩＣタグシールが貼付された際にＩＣチップが載置され
る蓋体シール貼付部と基体シール貼付部の高さを同じにしたが、僅かに異ならせて相互に
段差を形成するようにしても良い。このようにすることで、ＩＣタグシールを貼付する際
に、前記段差を手指によってＩＣタグシールを介して認識可能となり、ＩＣチップが所定
の配置位置となっているかを容易に確認可能となる。
【符号の説明】
【００６９】
２０：　主制御装置（基板ケース）
６０：　ＩＣタグシール
６５：　シールカバー（カバー部材）
７０：　ケース基体
８０：　ケース蓋体
９０：　切断部材
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